
2009年 8月 21日

8:30-9:30、 民主党本部 6階

民主党 新型インフルエンザ対策本部 第 10回会議次第

1)挨 拶

2)新型インフルエンザ感染状況、政府の対応についてヒアリング

①世界の感染状況、WHOの見解

②国内の感染状況。感染者数、発生地域、死亡・重症患者の状況、感染者の年齢・

症状の傾向、今後の感染状況の予測など

③最近の感染状況への対応についての政府方針 (従来と変更があるか)

④医療機関での対応の状況。感染を疑われた場合の対応 (感染が疑われる場合どこ
|        で受診したらよいか)、 院内感染・医師への感染について、院内感染の状況防止

策などについて
l       

⑤新型インフルエンザ対応ワクチンの製造状況 (何人分、いつ用意できるか)、 接

1        種をいつから始めるか、接種対象者の検討状況について

⑥夏休み後の学校の対応、スポーツ行事での感染防止対策について

|

【説明】内閣官房 新型インフルエンザ等対策室 内閣参事官 諸岡 秀行 氏

内閣参事官 井上 博士 氏

厚生労働省 医薬食品局血液対策課企画官 光岡 氏

健康局結核感染症課     福島 氏

文部科学省  スポーッ 0青少年局企画・体育課長  有松 育子 氏

スポーツ・青少年局学校健康教育課長 松川 憲行 氏

高等教育局企画課課長補佐      近藤  弘 氏



今般の新型インフルエンザ (A/HlNl)
の現状と今後の対応について

平成21年 8月 21日

厚生労働省提出資料



新型インフルエンザと季節型インフルエンザの違い

季節型インフルエンザ

型インフルエン

今回の新型インフルエンザ (HlNl)

10～ 40年に1回

ウイルス型 A型 (Hl、 H3)、 B型、C型

免疫あ り

ブタ由来のA型 (HlNl)
人類の多数が経験せず、免疫なし

主に鳥由来のA型
(H5、 H7、 H9等 )

人類の多数が経験せず、免疫な

し

遺伝子検査

突然の38℃以上の発 突然の38℃ 以上の発熱       1予 想困難

咳、くしゃみ等の呼吸器症状    l咳 、くしゃみ等の呼吸器症状    |<鳥 インフルエンサ
゛
(H5Nl)の場合>

頭痛、関節痛、全身倦怠感 等   l頭痛、関節痛、全身倦怠感 等   138℃ 以上の発熱、嘔吐、重症肺

炎、

鼻出血、脳炎等

重症化すると死亡

症状のみでは、季節性、新型インフルエンザの区別はつかない。遺伝子検査で確定。

予想困難 (最長 9～ 10日 ?)

0.1%以下 0.45%(WHO発表の数値 (2009/7/6)を

基に推計 )

スヘ インインフルエンサ
゛
 : 20/o

鳥インフルエンサ
゛
(H5Nl);60%以 上

ワクチン 毎年製造される季節性インフルエン

ザに対するワクチンの接種により、

重症化を防止

(国 内の4社で製造)

抗インフルエンザウイルス薬

新型インフルエンザに対するワクチン

の接種により、重症化を防止。

現在、国内の 4社で製造を開始。

※今秋冬の流行に備えて、外国か ら輸

入を検討

抗インフルエンザウイルス薬 抗 イ ン フル エ ンザ ウイル ス薬

(タ ミフル、 リレンザ)の投与

によ り、発症の予防及び重症化

の防止が期待される。

新型インフルエンザ発生後に製

造

※現在、鳥インフルエンサ
゛

(H5Nl)ウイ

ルスを基に したワクチン (プ レパ

ンデミックワクチン)を備蓄



国際社会全体における
Parldeぃつic(Hl_Nl)2009-ぜ pttale i「

国際保健規則に基づき報告された確定pandem:c(HlN■ )2009感染者数 公式発表 (8月 13日 現在 )

*ただし、(フ 月3日 以降)各国の感染者数はもはや全数把握ではないため、実際の感染者数とは異なることに留意。

Panden■ lc(H■ N■ )2009 starus as O′ ,3ノq“g“sr 2● 09
Cou ntrヨes,te rr口 torles and areas wlth口 ab confヨ r8ned cases and number of deaths as repOrted to WHO

‐■ ~‐ ~~L=:

ゞ ::

|十1.

、メ‐

t、 ｀́ .

犬Ｊ
Л
「染感

■γダ 唯

、

Cumulatte deaths(累
積 死 亡 者 数 )

‐  51-■ 00

‐  ■ol and mOre

7maρ ρ′Oσ″Oedr′ 94“ 9υsr 2009′ 3,38Gん クア

ヽ

ヽ
だ

＼ヽ

‐ヽ

‐`
■

=ニ
1●' 」

|｀    ,,  ,

`_●
・

七|_

薇 躍 1掘瞥n

累積数 (8月 13日 現在 )

感 染者 数 * 死亡者数
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感染症発生動向調査―速報データー
インフルエンザ定点当たり報告数・累積報告数、都道府県別

08月 03日 ～08月 09日

区分 インフルエンザ

報告数 定点当たり

総  数 4,630 QO.99♪
沖  縄  県 1,181 20.36

奈  良  県 102 1.85

大 阪 府 496 1.80

東  京  都 466 1.68

長  崎  県 105 1.50

宮  城   県 14 0.15

熊  本  県 12 0.15

秋  田  県 7 0.13

析  潟  県 0.11

』自日 山 県 3 0.06

感染症発生動向調査

○医療機関から、保健所
を通して、国立感染症研
究所に報告。

○例年、定点あたり1を超
えると「インフルエンザ流
行入り」として注意喚起
を行つており、今般の新
型インフルエンザについ

ても本格的な流行入りが

始まつている可能性があ
る。
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新型インフルエンザ国内発生について 寸

クラスターサーベイランスによる報告
1)

感染症法第12条に基づく届け出
の

集団感染の発生事例
における

累計確定患者数

集団感染の発生事例
における

累計疑似症患者数

|※

クラスターサーベイランスの加 綸 分鯛 0日 ～8月 嘔 か 麻 鮨 の読 体なし

|※ クラスターサーベイランスの前回報告分(3月 10日 ～8月 10日 分)が未報告の自治体(広島県福山市)

※先週発表後における、自治体による|1遇以前のデ→ 修正を反映済み

その後全ての自治体から颯告あり

1)集団発生した施設を所管する保健所を有する都道府県ごとに集計(7月 20日 以降 )

2)診断した医師の所属する医療機関を所管する保健所を有する都道府県ごとに集計(7月 24日 以降 )



新型インフルエンザによる入院患者の概況

入院 した患者数 86りk

年齢

5歳未満

5～ 19歳

20-39備轟

40-59清晟

60歳 以上

性別

男性

女性

平 成 21年 8月 18日 時 点

8月 12日 ～8月 18日 に  3月 18日 までに入院し

入院した患者     た患者の累計数
※

※ ※

230ノk

35A
146人

21人

10人

18人

50人

36ンに

139人

91人

基礎疾患を有する者等 (一部重複有り)

妊 婦

慢性呼吸器疾患 (喘息等 )

慢性心疾患

代謝性疾患 (糖尿病等 )

腎機能障害

免疫機能不全 (ス テロイ ド全身投与等 )

その他

患者の状態  (8月 18日 時点)

集中治療室に入院中 (人 工呼吸器の利用あり)

同 上 (人 工呼吸器の利用な し)

集中治療室以外に入院中 (人 工呼吸器の利用あり)

同 上 (人 工呼吸器の利用な し)

退院 (転院を含む )

死 亡

不 明

※7月 28日 時点で入院中の患者または7月 29日 以降に入院した患者の累計数
※※8月 12日 以前に入院したが8月 12日 以降に報告された症例を含む
※※※入院中に一時期でも急性脳症に罹患又は、人工呼吸器の利用した患者の数

15人

4人

12人

12人

51人

8人

7人

8人

36A
1人

16人

2人

4人

2人

0人

20人

93A
2人

51人

5人

6人

4人

3人

42人

・ 人 工

急性脳症 (イ ンフルエンザ脳症、ライ症候群等 )

人工呼吸器の利用

７

一̈
１

一
６

人

一
人
一
人

4人

1人

1人

48人

25A
2人

5人

6人

1人

1人

63A
152人

2人

5人



平成21年 週別発生状況

定点あたり報告数

4.00

3.50

3.00

2.50

2.00

1.50

1.00

0.50

0.00

▲
新型インフルエンザ発生

1.68
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▲

フェーズ6宣言

▲
国内発生

資料:感染症発生動向調査(全国およそ5000医療機関 (′Jヽ児科およそ3000、 内科およそ2000)からの定点報告)



急激な患者数増加の抑制

感染数のピークを抑制感染拡大を放置した場合 ヽ
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厚生労働省の取り組み
0重症化防止を最優先とする医療体制の整備、
予防接種対策の推進

○地方自治体と連携した適切な感染防止対策

0医療機関に対する重症事例等を集めた症例集
の配布

○基礎疾患を有する方、妊娠中の方、乳幼児の
保護者の方への情報提供の強化

0抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
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原則として医療体制を拡充させる体制で対応する。基礎疾患を有する者等

(ハイリスク者)が感染した場合には重症化する可能性が高まるため、院内感染

対策を徹底してハイリスク者を守ることを周知する。

運用指針改定 (6月 19日 )前 運用指針改定 (6月 19日 )後

外
来
部
門

入
院
部
門

【少数地域】渡航歴・接触歴がある者

でインフルエンザ様症状が見られる場

合には、発熱相談センターに電話で相

談、必要に応じて発熱外来を受診

【増加地域】対応可能な一般の医療

機関においても、患者を診療

・必要に応じて発熱相談センターは患者に医療機関を紹介

・原則として全ての一般医療機関において外来診療を行う

・院内感染対策を徹底し、ハイリスク者の感染を防止する

・自宅で療養する患者に対し必要な情報提供等を行う

口医療機関以外に設置する発熱外来の必要性は、都道府県等

が地域の特性により検討

【少数地域】原則として入院措置を実

施 (感染症指定医療機関等)

【増加地域】一般病院においても重

症者のための病床を確保

・原則として入院措置は実施しない

口感染症指定医療機関以外においても入院を受け入れる

・院内感染防止に配慮した病床の利用に努める

・診療を行わない医療機関を検討 (透析病院、産科病院等)



1.重症患者数の増加に対応できる病床等の確保

都道府県等

◇必要病床数の想定、整備方針の提示 ◇ 想定に応じた病床の整備
◇自宅療養患者の支援体制の整備

2.重症患者の救命を最優先とする診療体制の充実

国 都道府県等

◇重症化リスクの高い基礎疾患等の具体化

◇重症者にも対応する治療マニュアルの作成

◇医療従事者を対象とした研修の実施

3日 基礎疾患を有する者等の感染防止対策の強化

都道府県等

◇発熱外来機能についての具体例の提示 ◇医療機関に対する院内感染対策の周知

◇発熱外来機能を有する医療機関について市
民への情報提供
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新型インフルエンザワクチンの生産・輸入について

■WHOの 方針 (WHO事 務局 長声 明 (関係部 分抜粋 ))

[H21.6.11]

WHOはインフルエンザワクチンメーカーとの緊密な対話を行つてきた。
季節性インフルエンザのワクチン製造は間もなく完了すると理解して
いる。総生産能を利用することにより、ここ数ヶ月の間にバンデミック
ワクチンを可能な限り多く供給することができるようになるであろう

0日 本国内における各ワクチン生産量の試算

(1)Hl Nlワ クチン推計生産量 (H21,7.28時点 )

7月 中旬以降各メーカーにおいて順次Hl Nlワ クチンの

製造を開始し、12月 末まで製造した場合、1,300-1,7
00万人分

(参考)来年2月 までとすると、2,200-3,000万人分

の予測
(注 )生産量は現在の製造株による小規模試験に基づく推定。実生

産の結果をもとにアップデートを予定 (下方修正の可能性あり)。

(2)季節性インフルエンザワクチンの生産量
2,220万本(l ml):昨 年度の製造実績(約 2,700万本)の

約82%{約4千万人分と推計 )

(3)H5Nlプレパンデミックワクチン原液生産量
430万人分～1,030万人分程度(増殖性により大きく変動 )

※来年 1月 からH5Nl原液を製造する場合

※本試算には注記の増殖性など、様々な前提条件がある。

※(参考)国内ワクチンの生産等のスケジュール (

予定を含む)

06/19新型ワクチンの製造方針決定
07/6ワクチン製造株の決定
07/7 SAGE(WHOワ クチン関係諮問会議)と

その作業部会が開催
→会議後、勧告が取りまとめられる(7/13)

07月 中旬以降 新型ワクチン製造開始
08～ 9月 接種対象者、接種体制、法的位置づ

け等の決定
○製造後、準備が整い次第、順次出荷口接種

0ワ クチンを輸入する場合の留意点     I
一 国内品とアジュバントの有無、投与経路等が異 l

三箔 鵠 醇 望鐵 嚇   Υ l」

【新型ワクチン製造に関する方針】

→ 季節性ワクチンから新型ワクチンヘの製造

に切り替える

(スケゾュールについては以下の参考参照)
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急な発熱と咳 (せき)やのどの痛み

「インフルエンザかな?」

症状がある方々

[墓盪憂憂憂壬夏夏]

はじめに

通常のインフルエンザは、毎年秋以降に流行しま
すが、今年は豚に由来する新型インフルエンザが発
生していることから、秋以降には通常のインフルエン
ザと新型インフルエンザが重なって流行するものと
考えられています。

現在流行している新型インフルエンザは、感染し
たほとんどの方は比較的軽症のまま数日で回復し
ていますが、持病のある方々など、感染することで
重症化するリスクのある方がいることが、ある程度
分かつてきています。

そこで、急な発熱と咳 (せき)やのどの痛みなど、
インフルエンザの症状を自党されている方々、ある
いは医師により診断されている方々は、なるべく他
の人にうつさないようご協力をお願いしています。

この手引きは、インフルエンザに感染している可
能性がある方が、医療機関を受診する方法や、他の
人にうつさないようにしながら自宅療養する方法に
ついて解説しています。

ここに書かれていることをすべて行つたとしても、
周囲への感染の可能性が完全になくなるわけでは
ありません。しかし、できることから丁寧に実践して
いただくことで、周囲を守るという配慮を重ねていた
だければと思います。



新型インフルエンザに感染すると

重症になるのですか ?

▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲

いいえ、ほとん どの方が軽症で回復 しています。

ただし、持病がある方々のなかには、治療の経過や管理の状
況によリインフルエンザに感染すると重症化するリスクが高
いと判断される方がいます。とくに次の持病がある方々は、手
洗いの励行、うがい、人混みを避けるなどして感染しないよう
に注意してください。また、周囲の方々も、感染させないよう
に配慮するようにしましょう。

０
一０
一０
一０
一〇

:饉難鷺真碁|■
景撃霞撃再:巌1■111裏議皇祟基

さらに、次に該当する方々についても、インフルエンザが

重症化することがあると報告されています。感染予防を心が

け、かかりつけの医師がいる方は、発症時の対応についても
相談しておきましょう。

10■ :妊婦||■OII手1幼児二|10三高齢者

‐
2‐

熱が出ていて咳 (せき)もあります

病院を受診する必要がありますか?

▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲

必ず受診しなければならないわけではありません。症状が比
較的軽く、自宅にある常備薬などで療養できる方は、診療所や
病院に行く必要はありません。ただし、前のページで紹介した
持病のある方々など、感染することで重症化するリスクのある
方は、なるべく早めに医師に相談しましょう。

また、もともと健康な方でも、次のような症状を認めるとき
は、すぐに医療機関を受診してください。

大人

‐
3‐



病院に行くことにしました

どこの病院を受診すればよいのでしようか?

▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲

受診する医療機関の発熱患者対応の診療時間や入リロなど
が分かつていますか? もし、分からない場合には、まず電話
をしてから受診方法について相談しましょう。

‐
4‐

自宅で療養しています

家族が同居しているのですが
どのような注意が必要ですか?

▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲

同居している家族への感染を確実に予防することは困難で
す。ただし、なるべく感染しないように、以下のことを心がけ
てください。

とくに、持病があったり、妊娠している方などが同居してい
る場合には、なるべく別の部屋で過ごすようするなど、より確
実な感染予防を心がけてください。また、念のためかかりつけ
の医師に相談しておきましょう。医師の判断により、予防のた
めのお薬が処方されることがあります。

‐
5‐
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自宅で療養しています
熱がさがつたので外出してもいいですか?

▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲ ▽ ▲

熱がさがっても、インフルエンザの感染力は残っていて、あ
なたは他の人に感染させる可能性があります。完全に感染力が
なくなる時期については、明らかでなく、個人差も大きいと言
われます。少なくとも次の期間は外出しないように心がけまし
ょう。

:ⅢⅢIⅢltll::|:|||:蒸

ただし、現在流行している新型インフルエンザについては、
発熱などの症状がなくなつてからも、しばらく感染力がつづく
可能性があることが、様々な調査によって明らかになつていま
す。

ですから、あなたが新型インフルエンザに感染していると診
断されている場合や、あなたの周囲で新型インフルエンザが流
行している場合には、発熱などの症状がなくなっても、周囲の
方を守るため、さらに次の期間についてもできるだけ外出しな
いようにしてください。

1:1蘇::課撃哲ヨ罫義轟華:
ご協力に感謝いたします。

‐7‐



さらに詳しい情報について

厚生労働省・新型インフルエンザ関連対策情報

http://www.mhiw.go.jp/bunya/kenkou/kekkaku― kansenshou04/

国立感染症研究所・感染症情報センター

http://idsc.nih.go.jp/disease/Sw:ne_inf:uenza/

都道府県による新型インフルエンザ相談窓ロー覧

http://www.mhlw.g。.Jp/kinkyu/kenkOu/inf!uenza/090430-02.htmi

厚生労働省

平成21年7月

¨8



平 成 21年 6月 19日

厚 生 労 働 省

医療の確保、検疫、学校 口保育施設等の臨時休業の要請等に関

する運用指針 (改定版 )

1.基本的考え方

平成 21年 5月 22日 付け厚生労働省 「医療の確保、検疫、学校・保

育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針」について、諸外国の患

者発生状況、これまでの我が国の患者発生状況等にかんがみ、以下のよ

うに改定する。

(諸外国の患者発生状況)

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl。 以下同じ。)については、

現在においても感染者数は増加 しており、特にこれから冬を迎える南半

球において増加が著しい。平成 21年 6月 12日 (日 本時間)、 世界保健

機関 (WHO)は 感染状況について異なる複数の地域 (大陸)の国にお

いて地域 (コ ミュニティ)での持続的な感染が認められるとして、 20
09年改訂ガイ ドラインに基づくWHOフ ェーズ分類を 6と し、世界的

なまん延状況にあると宣言した。その上で、WHOは 加盟国に対し、引

き続き警戒を求めるとともに、社会経済的混乱を招かないよう各国の状

況に応じて柔軟に対応することを求めている。

(我が国の患者発生状況と今後の見通し)

我が国における感染の状況については、一部地域において、海外渡航

歴のある者が端緒となる散発事例 と学校における集団発生事例、さらに

これ以外にも散発事例がいくつかの都道府県で見られている。これらの

事例について感染拡大防止のための調査や健康観察などを行っている。

しかし、外国との交通が制限されていないことや南半球をはじめとす

る諸外国での感染状況の推移を見ると、海外からの感染者の流入を止め

ることはできず、今後とも、我が国においても、患者発生が続くと考え

られる。さらに、一部に原因が特定できない散発事例が発生しているこ

とを見ると、秋冬に向けて、いつ全国的かつ大規模な患者の増加を見て

もおかしくない状況であると考えられる。



今回の新型インフルエンザの特性 として、基礎疾患を有する者等は重

症化の可能性が高いとの報告がある。今後、患者数の増加に伴い、基礎

疾患のある者で重症患者が増加する可能性があり、これに対応しなけれ

ばならない。

(基本的考え方)

新型インフルエンザについては、現在の感染状況を見ると、感染拡大

防止措置による患者の発生をゼロにするための封じ洛め対応は、既に現

時点では困難な状況である。

したがって、秋冬に向けて国内での患者数の大幅な増加が起こりうる

とい う観点に立ちつつ、患者数の急激で大規模な増カロをできるだけ抑

制・緩和することにより社会活動?停滞や医療供給への影響を低減させ

る。また、ほとんどの者は軽症のまま回復しているが、一部の基礎疾患

を有する者等は重症化するこ挙が分かつている。したがつて、軽症の人

が自宅療養を行うこと等によりt患者数の増加に伴い増えると考えられ

る医療機関の負担を可能な限り減らし、重症患者に対する適切な医療を

提供することを目指すことが必要である。

また、患者の把握についても、個々の発生例ではなく、患者数の大幅

な増加の端緒となる事例や全国的な傾向を的確かつ速やかに探知し、対

策につなげていくことが必要である。

さらに、患者数の急激で大規模な増加を見てから、対策の変耳を講じ

ることは、現場の混乱を引き起こしかねない。現時点を、感染拡大防止

措置により患者の増加を抑制しつつ、秋冬の事態に対応するための準備

の期間と位置付け、仮に患者が急増した場合でも、社会的な混乱が最小

限となるよう体制を整えていくことが必要である。

このような観点から、以下の考え方に基づき、2以下に述べる対策を

速やかに講じるものとする。     ′

① 重症患者数の増加に対応できる病床の確保と重症患者の救命を最

優先とする医療提供体制の整備

② 院内感染対策の徹底等による基礎疾患を有する者等の感染防止対

策の強化



③ 感染拡大及びウイルスの性状の変化を可能な限り早期に探知する

サーベイランスの着実な実施

④ 感染の急速な拡大と大規模かつ一斉の流行を抑制 。緩和するため

の公衆衛生対策の効果的な実施

なお、これまでは感染者・患者の発生した地域を大きく「感染の初期、

患者発生が少数であり、感染拡大防止に努めるべき地域」と「急速な患

者数の増加が見られ、重症化の防止に重点を置くべき地域」の 2つのグ

ループに分けて指針の運用を行つてきたが、このグループ分けを廃止す

る。

2.地域における対応について

(1)発生患者と濃厚接触者への対応

① 患者

原則として患者 (患者と疑われる者を含む。)については、医師の指示

等に従い、入院措置ではなく、新たな感染者をできるだけ増やさないよ

う、外出を自粛し、自宅において療養する。なお、感染拡大のおそれが

ある場合などについては必要に応じて入院させることも可能とする。

基礎疾患を有する者等
*に対しては、早期から抗インフルエンザウイル

ス薬の投与を行う。そのうち、重症化するおそれがある者については優

先的にPCR検査を実施し、必要に応じ入院治療を行 う。なお、医師の

判断に資するため、厚生労働省において、医療従事者に対して、随時、

最新の科学的知見等を情報提供することとする。

② 濃厚接触者

患者の濃厚接触者に対しては、都道府県等は、外出自粛など感染拡大

防止行動の重要性をよく説明し協力を求めるとともに、一定期間に発熱

等の症状が出現した場合、保健所への連絡を要請する。学校等の集団に

属する者であつて、複数の患者が確認された場合は、必要に応じ積極的

疫学調査を実施し、濃厚接触者を特定する。



基礎疾患を有する者等で感染を強く疑われる場合については、抗イン

フルエンザウイルス薬の予防投与を医師の判断により行 う。さらに、医

療従事者や初動対処要員等のうち基礎疾患を有する者については、それ

らの者がウイルスに暴露した場合には、抗インフルエンザウイルス薬の

予防投与を行う。その上で、感染しな可能性が高くない場合には、職務

の継続を可能とする。

* 基礎疾患を有する者等:新型インフルエンザに罹患することで重症

化するリスクが高いと考えられている者をいう。通常のインフルエン

ザでの経験に加え、今回の新型インフルエンザについての海外の知見

により、以下の者が該当すると考えられる。

妊婦、幼児、高齢者、慢性呼吸器疾患 0慢性心疾患0代謝性疾患 (糖

尿病等)0腎機能障害・免疫機能不全 (ステロイ ド全身投与等)等を

有しており治療経過や管理の状況等を勘案して医師により重症化ヘ

のリスクが高いと判断される者等。

(2)医療体制

発熱相談センターは、受診する医療機関が分からない人への適切な医

療機関の紹介、自宅療養している患者への相談対応等、電話による情報

提供を行 う。具体的な発熱相談センターの運用については、地域住民が
｀
どのような情報を必要としているか等に応じて都道府県等において決定

する。

外来部門においては、今後の患者数の増加に対応するために、現在、

発熱外来を行つている医療機関のみならず、原則として全ての一般医療

機関においても患者の診療を行 う。その際、発熱患者とその他の患者に

ついて医療機関内の受診待ちの区域を分ける、診療時間を分けるなど発

熱外来機能を持たせるよう最大の注意を払う。特に、基礎疾患を有する

者等へ感染が及ばないよう十分な感染防止措置を講ずる。また、公共施

設、屋外テント等の医療機関以外のところに外来を設置する必要性は、

都道府県等が地域の特性に応じて検討する。

入院については、原則として実施せず自宅療養とするが、重症患者に

っぃては、感染症指定医療機関以外の一般入院医療機関においても入院

を受け入れる。その場合も、医療機関は院内感染防止に配慮した病床の

利用に努める。都道府県は、地域の実情に応じて病床を確保する。



都道府県は、特に新型インフルエンザに感染した際のリスクが高いと

考えられる者を守るため、都道府県の判断により発熱患者の診療を原則

行わない医療機関 (例 えば透析病院、がん専門病院、産科病院等)を定

めることができる。

(3)学校・保育施設等

学校・保育施設等で患者が発生した場合、当該学校・保育施設等の児

童・生徒等を感染から守るために、都道府県等は、当該学校・保育施設

等の設置者等に対し、必要に応じ臨時休業を要請する。

なお、感染拡大防止のため特に,必要であると判断した場合、都道府県

等は、患者が発生していない学校・保育施設等を含めた広域での臨時休

業の要請を行 うことは可能である。

大学に対しては、都道府県等は、必要に応 じ、休業も含め、できる限

り感染拡大の速度を遅らせるための運営方法の工夫を要請する。

3.サーベイランスの着実な実施

(1)感染拡大の早期探知

新型インフルエンザの集団における患者発生を可能な限 り早期に探知

し、感染の急速な拡大や大規模な流行への発展の回避を図る。

このため、保健所は、全ての患者 (疑い患者を含む)を把握するので

はなく、放置すれば大規模な流行を生じる可能性のある学校等の集団に

属する者について、重点的に把握を行 う。また、同一集団内で続発する

患者についても把握を行 う。この変更に当たつては、円滑な移行期間を

経て、速やかに実施する。

地方衛生研究所は、これらの疑い患者の一部からの検体に対し、確認

検査を実施 し、新型インフルエンザと確定した場合には、医師は、保健

所への届出を行 う。

あわせて、保健所においては、従来から学校等におけるインフルエン

ザの集団発生につながる出席停止や臨時休業の状況を把握 しているが、

今後は、より迅速に把握する。



都道府県等では、これらの結果等を国へ報告するとともに、患者への

対応、濃厚接触者への対応等を含め、必要な感染拡大防止対策を実施す

る。

(2)重症化及びウイルスの性状変化の監視

入院した重症患者の数を把握するとともに、予め定められた病原体定

点医療機関からインフルエンザ患者の検体提出を受け、地方衛生研究所

及び国立感染症研究所において、病原性や薬剤耐性など、ウイルスの性

状変化に対する監視を実施する。

その結果、性状の変化が見られた場合には、その結果を公衆衛生面、

医療面等における対応へ的確に反映させる。

(3)イ ンフルエンザ全体の発生動向の的確な把握

予め定められた定点医療機関におけるインフルエンザ患者の発生状況

の保健所への報告に基づき、インフルエンザ全体の発生動向を的確に把

握し、医療関係者や国民へ情報提供する。

4.検疫

現状では既に世界的なまん延状況にあるとの認識の下、今後の検疫の

方針を入国者全員への十分な注意喚起と国内対策の変更に応 じた運用ヘ

転換する。

全入国者に対して、検疫ブ,ス の前で呼びかけを行 うとともに、新型

インフルエンザに関する注意を記載した健康カー ドを配布し、個人とし

ての感染予防に留意するよう周知するとともに、発症 した場合には医療

機関を受診するようさらに周知徹底する。

有症者の把握については、事前通報があつた場合の状況に応じて、機

内検疫を継続実施するほか、機内アナウンスの強化等による自己申告ヘ

の協力依頼を継続する。

検疫で判明した有症者 (同一旅程の集団から複数の有症者が認められ

た場合を除く)については、原則、新型インフルエンザのPCR検査を



行わず、症状に応じたマスク着用や可能な限り公共交通機関を使わない

などにより帰宅 (自 宅療養)させる。

同一旅程の集団から複数の有症者が認められた場合には、検疫所にお

いて確認のため新型インフルエンザのPCR検 査を実施し、陽性の場合

には本人に連絡し医療機関受診を勧める。この場合、当該同一旅程の他

の者については、住所地等を確認の上、都道府県等に対して、情報提供

を行う。都道府県等は、この者に対し、外出自粛など感染拡大防止行動

の重要性をよく説明し協力を求めるとともに、一定期間に発熱等の症状

が出現した場合、保健所への連絡を要請する。

5。 更なる変化に備えて

秋冬に向けて起こりうる国内の患者数の大幅な増加に対応する準備 と

ともに、実際に、患者数が大きく増加したときの適切かつ迅速な対応を

さらに検討 していくことが必要である。

特に入院医療について、患者が適切な医療を受けられない事態を回避

するため、より重症者に限定した入院医療の提供など具体的な対策を検

討し明らかにしていく必要がある。

サーベイランスについては、感染拡大の早期探知の取組を停止 し、定

点医療機関における発生動向の把握等に特化するとともに、病原性や薬

剤耐性などの変化を見るため病原体サーベイランスを継続するなど、状

況に応 じた対応を行う。

また、ウイルスの性状に変化が見られ、病原性の増大や薬剤耐性の獲

得が生じた場合は、本運用指針の見直しを検討する。



医療の確保、検疫、学校・保育施設

等の臨時休業の要請等に関する運

用指針 (改定版 )

平成21年 6月 19日 厚生労働省



[諸外国の患者発生状況 ]

O感 染者数は増加、特に南半球において増加が著し

い 。

6月 12日 (日 本時間 )、 WHOは、WHOフエーズ分

類を6とし、世界的なまん延状況にあると宣言。

WHOは加盟国に対し、①引き続きの警戒と、②社

会的経済的混乱を招かないよう柔軟な対応を求め

ている。

[基本 的 考 え 方 ]～秋冬に向けて国内での

患者数の大幅な増加が起こりうるという観点に

立ちつつ、以下の方向を目指す

① 患者数の急激で大規模な増加を
できるだけ抑制・緩和し、社会活動の
停滞や医療供給への影響を低減
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[我が国の患者発生の見通し]

○ 海外からの感染者の流入を止めることはでき

ず、今後とも、患者発生が続くと考えられる。

O一 部に原因が特定できない散発事例が発生、

秋冬に向けていつ全国的かつ大規模な患者増

加を見てもおかしくない状況。_

0基 礎疾患を有する者等で重症患者力主増加立
‐

る可能性があり、これに対応することが必要。



① 重症患者数の増加に対応できる病床の確保と重症患者の

救命を最優先とする医療提供体制の整備

l

② 院内感染対策の徹底等による基礎疾患を有する者等の感

染防止対策の強化

③ 感染拡大及びウイルスの性状変化を早期に探知するサー
ベイランス

④ 感染の急速な拡大と大規模かつ一斉の流行を抑制・緩和

するための公衆衛生対策

2 ※ 従来の運用指針のような地域のグループ分けを廃止



(1)発生患者と濃厚接触者への対応

③ 患者

→ 入院措置ではなく、外出を自粛し、自宅で療養

○ 基礎疾患を有する者等
→ 日早期から抗インフルエンザウイルス薬の投与

口重症化するおそれがある者については優先的に

PCR検査を実施し、入院治療を考慮

○ 学校等の集団で複数の患者が確認された場合
→ 必要に応じ積極的疫学調査

○ 医療従事者・初動対処要員等 (基礎疾患有り)

→ ロウイルス暴露の場合は予防投与
口感染の可能性が高くなければ職務継続可能

3



(2)医療体制

基礎疾患を有する者等
*が

感染した場合には重症化する可能性が

高まるため、院内感染対策を徹底してこれらの者を守ることを周知。

現行の体制 今後の体制

・必要に応じて発熱相談センターは患者に医療機関を紹介

・原則として全ての一般医療機関において外来診療を行う

“院内感染対策を徹底し、基礎疾患を有する者等の感染を防止

口自宅で療養する患者に対し必要な情報提供等を行)

・医療機関以外に設置する発熱外来の必要性は、都道府県等が地

域の特性により検討

・原則として入院措置は実施しない

・感染症指定医療機関以外においても入院を受入れ

・院内感染防止に配慮した病床の利用に努力

口診療を行わない医療機関を検討 (透析病院、産科病院等)

*基礎疾患を有する者等 妊婦、幼児、高齢者、慢性呼吸器疾患・慢性心疾患・代謝性疾患 (糖尿病等)・ 腎機能障

害口免疫機能不全(ステロイド全身投与等)等を有しており、治療経過や管理の状況等を勘案して医師
により重症化のリスクが高いと判断される竜絆。

外
来
部
門

入
院
部
門

【少数地域】渡航歴・接触歴がある者

でインフルエンザ様症状が見られる場

合には、発熱相談センターに電話で相

談、必要に応じて発熱外来を受診

【増加地域】対応可能な一般の医療機

関においても、患者を診療

【少数地域】原則として入院措置を実

施する(感染症指定医療機関等)

【増加地域】一般病院においても重症

者のための病床を確保



(2)医療体制

発梨1虜誤罐争(D受[言多0"寵ねじ(基礎疾患を有する者等でない場合)

急な発熱と咳やのどの痛みなどの症状がある

かかりつけの医師がいる

受診する医療機関が分かる

かかりつけの医自雨

発熱相談センター
発熱外来機能 *を有する

入院の必要性の判断

入 院
自 宅

*発熱外来機能 発熱患者とその他の患者について受診待ちの区域を分ける、診

療時間を分けるなど、院内感染対策を強化した外来機能のこと。

いいえ

いいラこ



(2)医療体制

の受診の流力買基礎疾患を有する者等の場合)

急な発熱と咳やのどの痛みなどの症状がある

かかりつけの医自雨

発熱外来機能を有する

一般医療機関

入院の必要性の判断

自 宅 入 院

必要に応じて紹介

6



(3)学校・保育施設等

→ 都 道 府 県等 は必 要 に応 じ、臨 時休 業 を要 請 。

※ 感染拡大防止のため特に必要があればt広域での臨時

休業の要請が可能。

〇 大学
→ 都道府県等は感染拡大の速度を遅らせるた

めの運営方法の工夫を要請。

7



～目的を明確化し、的確な対応へとつなげるサーベイランスの実施

国内外に新型インフルエンザの患者が多数確認されている現況を踏まえ、

られないことを前提としつつ、以下の2点を可能な限り早期に察知。

① 個人の感築の発生ではなく、集団における患者発生

② 病原性の変化

現 状 今後

(1)感染拡大の早期探知

|○個人単位での感染を早期に

1探知し、全数を把握 (疫学情報
,

1型

(2)重症化及びウイルスの性状変化の監視

「δ茎葛西亜罷藝、個々 の患者の
治療経過を把握

(3)全体の発生動向の的確な把握

一

・

-1

L⊆≧堡翌上三2ザ患者数(新型および季節性)の把握 (約 5000の定点医療機関)        」
_                                                       

¨
・ ― ― ― … … … … … …

より現実的で効果的

な方式への転換

○集団での感染を早期に探知し、

染状況を的確に把握

R弄義葬覇万孫業状況の把握 ○学校等の体業状況の迅速な把握

○入院患者 (重症者)の数を把握

○新型インフルエンザウイル不の変 |
異の            ___J
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集団発生を把握するためのサーベイランスの着実な実施

複数のルTLから、同一の集団における

む)を把握し、保健所への連絡を徹底し、PCR検査等により新型インフルエンザの集団発生を

早期に探知。

連絡・必要な対応の徹底

社会福祉施設等

同一集団内で

複数発生する

インフルエンザ

患者発生

学校

施設長

・インフルエンザに

よる出席停止
・学級・学年開鎖、

休校

一定数以上の

インフルエンザ

患者発生

厚生労働省



項 目 現 行 変更後

呼びかけ
・健康カー

ド

・ まん延国からの航空機について

は、機内で有症者に申し出るよう堅

びかけ

・ 全入国者に健康カード配布 (健

康管理、発症時の発熱相談セン

ターヘの連絡を周知徹底)

・ 全入国者に対し、検疫ブースの前で呼び

かけを実施

・ 全入国者に対し、事後的に症状を自己確

認できるよう改訂した健康カードを配布 (発

症した場合には一般の医療機関を受診す

るよう周知徹底)

PCR検査

0迅速診断キットで陽性等の場合

に、PCR検査を実施

0結果判明まで有症者は医療機関

にて待機

・ 有症者には、原則、PCR検査は実施せ

ずニ マスク着用等を行つた上で帰宅

0同一旅程の集団で複数の有症者の場合、

PCR検査を実施し、陽性の場合、本人へ連

絡し、医療機関の受診勧奨

濃厚接触

者の健康
監視

・ 全便機内ですべての乗客に健康

状態質問票を配布しt検疫ブースに

て回収
・      10

0上記有症者以外の同一旅程の者につい

二、当該自治体に情報提供



○ 秋冬に向けて、患者数が大きく増加した場合の準備ととも

にt対応の更なる検討が必要。

具 体 的 に は

ロ ロ
・

○ 入院医療 → 重症者に限定した入院医療の提供など

○ サーベイランス
→口感染拡大の早期探知の取組を停止

口定点医療機関における発生動向の把握等に特化
日病原体サーベイランスにより病原性口薬剤耐性変化を把握

○ ウイルスの性状変化により病原性の増大や薬剤耐性の獲得
が生じた場合

本運用指針の見直しを検討



医療の確保、検疫、 保育施設等の臨時休業の要請等に関する運用指針 (改定の概要 )学校、

平成21年 5月 22日付け運用指針 (旧 ) 改 定  (平成21年6月 19日付け運用指針)(新 )

考 基

え本

方 的

①感染のさらなる拡大の防止

②特に、基7E疾患を有する者等の重症化の防止

①重症患者数の増加に対応できる病床確保、重症思者救命が最優先の医療提供体制の整備

②院内感染対策の徹底等による基礎疾患を有する者等の感染防止対策の強化

③感染拡大及びウイルスの性状の変化の早期探知のためのサーベイランスの着実な実施

④感染の急速な拡大と大規模―斉流行の抑制・緩和のための公衆衛生対策の効果的な実施

(1)感染拡大防止地域 (感染初期、患者発生少数) (2)重症化防止重点地域(急速な患者数の増加) 地域をグループ分けせず、地域の実情に応じて対応。

O患者 :原則として、外出を自粛し、自宅で療養。健康観察。
(感 染拡大のおそれがある場合、必要に応じて入院させることも可能。)

基礎疾患を有する者等:早期から抗インフルエンザウイルス薬を投与した上で、重症化するおそれがあ

る者については優先的にPCR検査を実施し、必要に応じ入院治療。

基礎疾患を有する者等か明確でない者:重症1ヒ の兆候が見られる場合、速やかに入院治療.

0濃厚接触者:外出自粛などの協力要請、一定期間に症状が出現した場合lま保健所への連絡を要請。

O医療従事者・初勁対処要員等(基礎疾患有り):ウイルス暴露の場合は、抗インフルエンザウイルス薬の

予防投与。感染の可能性が高くなければ職務継続可能。

発
生
患
者
と
濃
厚

接
触
者
へ
の
対
応

0患者:感染症指定医療機関等への入院、服薬。

O濃厚接触者 :

外出自粛の要請、予防投与、健康観察。
O医療従事者や初動対処要員等 :

感染可能性が高い場合、予防投与。

0基礎疾患を有する者等 :初期症状が軽微であつても優先し

て入院治療。

O基礎疾患を有する者等か明確でない者 :重症化の兆候が

見られる場合、速やかに入院治療。

O軽症者 :自 宅療養、健康観察。

O自 宅療姜する軽症者の家族 (基礎疾患有り):

予防投与

O医療従事者・初動対処要員等(基礎疾患有り):

感染可能性が高い場合、予防投与。 0発熱相談センター:受診する医療機関がわからない人への適切な医療機関の紹介、自宅療養患者
への相談対応等の情報提供。

O外来部門:原則として全ての一般医療機関において診療。発熱息者とその他の患者の待合い区域を分

ける、診療時間を分けるなど院内感染対策を徹底し、基礎疾患を有する者等への感染を防止。

O入院について:原則として入院措置は実施せず自宅療養.感染症指定医療機関以外においても重症患

者の入院を受入れ。都道府県等は重症患者のための病床を確保。

O都道府県は、発熱患者の診療を原則を行わない医療機関(透析・がん専門・産科病院等)を 定めることができる。

医
療
体
制

0インフルエンザ様症状が見られた場合には、発熱相

談センターに電話で相談、指示された発熱外来を受
診。

0対応可能な一般の医療機関においても、発熱外来の機能
を果たすとともに、患者の直接受診を行うことが可能。

O外来:一般の患者と新型インフルエンザ患者の入口等・診
療時間帯を分けるなど最大の注意。

O入院 :一般病院においても重症患者のための病床を確保.

O学校・保育施設等:患者が発生した場合.都道府県等Iま 、必要に応じ臨時休業を要請。

※ 感染拡大防止のため、特に必要がある場合、都道府県等は広域での臨時休業の要請が可能。

O大学 :感染のスピードを遅らせるための運営方法を工夫するよう要請。
学
校
・保
育

施
設
等

0学校・保育施設等:必要に応じて、市区町村の 一部
又は全部、都道府県の全部での臨時休業を要請
(―週間ごとに継続の可否を検討).解除後は患者
発生時に個別に臨時体業を要請.

0大学:感染が拡大しないための運営方法の工夫を要
請。

O学校・保育施設等 :患者が多く発生した場合、設置者等の

判断で臨時体業。

O大学 :感染のスピードを運らせるための運営方法の工夫を
要請。

サーベイランスの着実な実施。

O感染拡大の早期探知 :集 団発生を可能な限り早期に探知。感染の急速な拡大や大規模な流行への発展の回避を図る。

全ての患者 (疑い患者を含む)ではなく、集団発生の場合について保健所へ届出。感業状況に応じて地衛研で確認

検査。また、学校等の体葉状況等をより迅速に保値所で把握。都道府県等はこれらの結果等を回へ報告。患者・濃

厚接触、者への対応等を含め感染拡大防止対策を実施。この変更に当たっては、円滑な移行期間を経て速やかに

サ
ー
ベ
イ
ラ
ン
ス
等

【患者が発生していない地域】

0インフルエンザ棟症状を有する者の増加守が見られる場合、
PCR検査を積極的に活用。

【一定以上患者が発生している場合】

OPCR検査に優先順位をつけて運用。(患者未発生地域からの
検体の優先的な実施等。)

O今 後は、新型インフルエンザ発生地域等におい
て患者との接触が強く疑われ。かつ。発熱等の

症状がある者にPCR検査を優先実施。季節性
インフルエンザのサーベイランスを強化し、新型
インフルエンザの発生動向を捉える。

実施。

O菫症1し 及びウイルスの性状変化の監視:入院した重症患者数を把握。病原体定点医療機関からの検体により地衛研・

感染研でウイルスの性状変化を監視。

Oインフルエンザ全体の発生動向の的確な把握:定点医療機関からの保健所への報告に基づき、インフルエンザ全体の

発生動向を的確に把握、医療関係者や国民に1青報提供。

入国者全員への十分な注意喚起、国内対策の変更に応じた運用へ転換。

O全入国者に検疫ブース前で呼びかけ、健康カード配布、発症した場合は医療機関を受診するよう周知.

0事前通報の状況に応じて機内検疫を実施、有症者の把握。

O有症者は、原則1、 新型インフルエンザのPCR検査を行わない。症状に応じ、マスク着用などを行い、帰宅(自 宅療養)さ

せる。

O同一旅程の集団から複数の有症者が認められた場合は、PCR検査を実施し、腸性の場合は、医療機関受診を働める。
当該同一旅程の他の者は、住所地等を確認し、都道府県等に情報提供。

検

　

疫

0ブース検疫(※ただし、検疫前の通報において、明らかに有症者がいる場合は、状況に応じ、機内検疫を行う。)

0患者を確認した場合は、引き続き隔離措置。

・濃厚接触者:外出自粛の要請等、より慎重な健康監視.居住地等の都道府県等に速やかに連絡。

・その他の同乗者:健康監視の対象としない。健康状態に異常がある場合は、発熱相談センターヘの連絡を徹底。

※「更なる変化に備えてJ今後、実際に患者が大きく増加したとき、ウイルスの性状が変化したときに

おけるさらなる検討。



平 成 21年 5月 22日
新型インフルエンザ対策本部

基本的対処方針

政府においては、今回の新型インフルエンザの発生は、

国家の危機管理上重大な課題であるとの認識の下、その

対策に総力を挙げて取り組んでいるところであるが、現

在、兵庫県、大阪府等で患者数が急増している状況にあ

る。

今後、国内で感染が拡大していく事態も想定に入れな

がら、国内対策を強化していく必要がある。
・

今回の新型インフルエンザ (A/HlNl)は 、

① 感染力は強いが、多くの感染者は軽症のまま回復

しており、

② 抗インフルエンザウイルス薬の治療が有効であ

るなど、

季節性インフルエンザと類似する点が多い。

他方、季節性インフルエンザとの最大の違いは、季節

性インフルエンザでは、高齢者が重篤化して死亡する例

が多いのに対し、今回の新型インフルエンザでは、海外

の事例によれば、基礎疾患 (糖尿病、ぜん息等)を有す
1



る者を中心に重篤化し、一部死亡することが報告されて

いる。

政府の現行の「新型インフルエンザ対策行動計画」等

については、強毒性の鳥インフルエンザ (H5Nl)を
念頭に策定されたものであるが、今回のウイルスの特徴

を踏まえると、①国民生活や経済への影響を最小限に抑

えつつ、感染拡大を防ぐとともに、②基礎疾患を有する

者等を守るという目標を掲げ、対策を講じることが適当

である。

このため、今後も行動計画をそのまま適用するのでは

なくtこ の基本的対処方針により、地域の実情に応じた

柔軟な対応を行つていく必要がある。

政府としては、自治体、医療機関、事業者や関係団体

と連携・協力し、国民の協力を得ながら、当面、次の措

置を講ずることとする。

一.国内外の情報収集と国民への迅速かつ的確な情報提

供を行う。

(―)国際的な連携を密にし、WHOや外国の対応状況

等に関する情報収集に努力する。

(二)国内サTベイランスを強化し、各地の感染状況を

迅速に把握するとともに、患者や濃厚接触者が活動
2



した地域等の範囲につしヽて国民に迅速に情報提供を

行う。

二.患者や濃厚接触者が活動した地域等において、地域

や職場における感染拡大を防止するため、次の措置を

講ずる。

(―)積極的疫学調査を徹底する。

(二)外出については、自粛要請を行わない。ただし、

外出に当たうては、人混みをなるべ く避けるととも

に、手洗い、混み合つた場所でのマスク着用、咳エ

チケットの徹底、うがい等を呼びかける。

(三 )事業者や学校に対し、時差通勤・時差通学t自転

車通勤・通学等を容認するなど従業員や児童・生徒

等の感染機会を減 らすための工夫を検討するよう

要請する。

(四 )集会、スポーツ大会等については、一律に自粛要

請は行わない。ただし、主催者に対 し、感染の広が

りを考慮し、当該集会等の開催の必要性を改めて検

討するとともに、感染機会を減らすための工夫を検

討するよう要請する。

(五)学校・保育施設等の臨時休業の要請についての運

用指針は、厚生労働大臣が別途定める。 (「医療の
3



確保、検疫、学校 口保育施設等の臨時体業の要請等

に関する運用指針」参照。)

(六)事業者に対しては、事業自粛の要請を行わない。

ただし、事業運営において感染機会を減らすための

工夫を検討するよう要請する。

三.医療の確保についての運用指針は、厚生労働大臣が

別途定める。 (「医療の確保、検疫、学校・保育施

設等の臨時体業の要請等に関する運用指針」参照。)

四.患者や濃厚接触者が活動した地域等への抗インフル

エンザウイルス薬、検査薬、マスク等の円滑な供給

を関連事業者に要請する。

五口患者や濃厚接触者が活動した地域等における国民生

活の維持を図る。

(―)電気 ロガス・水道、食料品・生活必需品等の事業

者に対する供給体制の確認や事業継続に向けた注

意喚起を行う。

(二 )従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業に

なつた場合における当該従業員の勤務について、事

業者に対し、配慮を行うよう要請する。また、医療

従事者等の子ども等が通う保育施設等が臨時休業

となった場合、保育等を確保するための方策を講ず
4



る。

(三 )在宅の障害者や高齢者等について、必要に応じ状

況を踏まえて支援を行う。

六.パンデミックワクチンの早急な開発・製造に取り組

む。

七.今回のウイルスの特徴を踏まえ、水際対策のあり方

を見直す。

(―)検疫についての運用指針は、厚生労働大臣が別途   |
定める。 (「医療の確保、検疫、学校・保育施設等   ‐

の臨時休業の要請等に関する運用指針」参照。)    |
(二)海外発生国の状況に応じた感染症危険情報を適宜

発出するとともに、海外発生国の在外邦人に対する   |
支援を行う

`

八.必要に応じ、次の措置を講ずる。

(― )食料品・生活必需品等の購入に当たっての消費者

の適切な行動を呼びかける。

(二 )社会混乱に乗 じた各種犯罪の取締 り等治安の維持

に当たる。


